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 電子入札システムの利用 本案件は、申請
書等の提出、入札を電子入札システムで行う
対象案件である。なお、電子入札システムに
よりがたい場合は、紙入札方式参加願を提出
し、紙入札方式に変えることができる。

２ 競争参加資格
 国立研究開発法人土木研究所契約事務取扱
細則第５条の規定に該当しない者であるこ
と。
 令和04・05・06年度の物品・役務における
（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ、Ｂ、
Ｃ又はＤ等級に格付けされ、競争参加資格を
有する者であること。
 証明書等の提出期限の日から開札の日まで
の期間に、国土交通省国土技術政策総合研究
所長から指名停止を受けていないこと。
 その他入札説明書による。

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項
１）この競争に参加を希望する者は、必要な
証明書等を所定の提出期限までに上記３
に示す場所に提出しなければならない。ま
た、開札日の前日までの間において必要な
証明書等の内容に関する契約職からの照会
があった場合には、説明しなければならな
い。

２）上記１)の証明書等に基づき調達特定役
務の履行が可能な者であることと判断した
ものを落札対象とする。

 入札の無効 競争に参加する資格を有しな
い者のした入札及び入札の条件に違反した入
札は無効とする。
 契約書作成の要否 要
 落札者の決定方法 国立研究開発法人土木
研究所契約事務取扱細則第12条の規定に基づ
いて作成された予定価格の制限の範囲内で、
最低価格をもって有効な入札を行った者を落
札者とする。
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Kohichi Fujita, President

of Public Works Research Institute

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

required : personal computer leasing and

maintenance, 1 set

 Fulfillment period : 31 January, 2029

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

１）Persons or corporations whose con‑
ducts have not come under Article 5 of

the Public Works Research Institute Con‑

tract Code.

２）have Grade A, B, C or D on offer of
services in terms of qualification for par‑

ticipating in tenders by (Single qualifica‑

tion for every ministry and agency) in the

fiscal year 2022, 2023 and 2024.

３）not be under suspension of nomination
by Director General of National Institute

for Land and Infrastructure Management

from Time‑limit for the submission of ap‑

plication forms and relevant documents

for the qualification to Bid Opening.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 16 : 00, 9 October, 2024

 Time‑limit for tender : 17 : 00, 5 Novem‑

ber, 2024

 Contact point for the notice : Mari

Iijima, Accounting Division, General Af‑

fairs Department, Public Works Research

Institute, 16 Minamihara Tsukuba‑shi,
Ibaraki‑ken, 3058516 Japan. TEL 029
8796749

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び問い合わせ先
〒2200011 神奈川県横浜市西区高島１
１２ 独立行政法人日本高速道路保有・債
務返済機構 経理部経理課 小関 陽太 電
話0452285964
 入札説明書等の交付方法 当機構ホーム
ページに掲載する。
 入札書の提出方法 持参又は書留郵便等
（書留郵便及び「民間事業者による信書の送
達に関する法律」第２条第６項に規定する一
般信書便事業者若しくは同条第９項に規定す
る特定信書便事業者の提供する同条第２項に
規定する信書便のうち、引き受け及び配達記
録をした信書便をいう。）のいずれかとするこ
と。
 入札書の受領期限（書留郵便等の場合）
令和６年10月24日必着
 入札書の提出期限（持参の場合） 令和６
年10月24日14時00分
 開札の日時及び場所 令和６年10月29日14
時00分 独立行政法人日本高速道路保有・債
務返済機構 Ａ会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、２に掲げる競争参加資
格者であることを証明する書類として、「資格
審査結果通知書（全省庁統一資格）の写し」
を「入札説明書様式第７ 参加意思確認書」
に添付した上で、令和６年10月７日必着で３
の担当者宛て郵送（書留郵便等に限る）す
ること。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れた義務を履行しなかった者の提出した入札
書は無効とする。
 契約書の作成の要否 要

２ 競争参加資格
 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済
機構契約事務取扱規程（平成17年規程第23号）
第５条に規定される事項に該当する者は、競
争に参加する資格を有しない。ただし、未成
年者、被補佐人又は被補助者であって、契約
締結のために必要な同意を得ている者につい
ては、この限りではない。

 令和４・５・６年度（全省庁統一資格）「役
務の提供等」のＡ、Ｂ又はＣの等級に格付け
された競争参加資格を有する者であること。
 官庁から指名停止又は一般競争参加資格停
止を受けている期間に該当しない者。

３ 入札書の提出場所等
 電子入札システムのＵＲＬ、契約条項を示
す場所及び問い合わせ先
https://www.pwri.go.jp/jpn/procurement/

denshi_nyuusatsu/denshi_nyuusatsu.html
〒3058516 茨城県つくば市南原１番地６
国立研究開発法人土木研究所総務部会計課
契約担当 飯嶋 真理 電話029879

6749
 入札説明書の交付方法 電子入札システム
により交付する。やむを得ない事由によりこ
れによりがたい場合、に問い合わせること。
 証明書等の提出期限
令和６年10月９日16時00分

 入札書の提出期限
令和６年11月５日17時00分

 開札の日時及び場所
令和６年11月６日10時30分 国立研究開発
法人土木研究所入札室

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和６年９月９日
独立行政法人
日本高速道路保有・債務返済機構
契約職 理事長代理 甲川 壽浩

◎調達機関番号 602 ◎所在地番号 14
１ 調達内容
 品目分類番号 14、77
 購入等件名及び数量 複合機賃貸借契約
（令和６年度） 一式
 調達件名の特質等 仕様書による。
 履行期間 令和６年12月１日から令和11年
11月30日まで（60ヶ月間）
 入札方法 入札に参加する者は、機構の交
付する入札説明書に基づき入札書を提出する
こと。なお、落札者の決定に当たっては、入
札書に記載された金額に当該金額の10％に相
当する額を加算した金額（当該金額に１円未
満の端数があるときは、その端数金額を切り
捨てるものとする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約希望金額の110分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。
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